





































































































































鉱業所はそのなかで採炭を継続したが、昭和 46 年 4
月に大閉山とよばれる実質的な閉山をしている。常磐
炭砿が大閉山をした当時、4700 人に及ぶ離職者を出





























































文をみると、たとえば三井三池炭鉱（1997 年 9 月閉山）
では 1511 人の求職者のうち 4 年間での就職率は 80
％であるとされ、1 年半後の就職率は 50％程度にと
どまる（児玉 2001）3）。池島炭鉱（2001 年 9 月閉山）




































































会社名 設立年 資本金（100 万円） 興産資本比率（％）
常磐共同火力株式会社 30 年 6,000 39.1
常磐石炭輸送株式会社 32 年 60 95.1
常磐コンクリート工業株式会社 32 年 50 87.3
内郷炭鉱㈱ 32 年 160 95.5
常磐紙業株式会社 34 年 60 99.1
常磐共同ガス株式会社 34 年 30 40.5
常磐生活協同組合 34 年 22（出資金） ‐
常磐開発株式会社 35 年 100 100
常磐商事株式会社 36 年 246 93.6
小名浜港セメント荷役㈱ 36 年 30 90
常磐倉庫株式会社 36 年 100 99.8
小名浜港石炭荷役株式会社 36 年 30 100
株式会社福島綜合計算センター 37 年 4 82.5
常磐畜産株式会社 38 年 30 100
医療法人常磐会 38 年 20 ―
株式会社常磐製作所 38 年 250 100
常磐化成株式会社 39 年 20 99.8、
ときわ急行貨物株式会社 40 年 48 33.4
常磐食品株式会社 40 年 40 100
常磐炭砿株式会社 40 年 200 100
同和酒類株式会社 40 年 3 100
常磐マックス株式会社 40 年 50 49
常磐炭砿東北販売株式会社 43 年 30 100
㈱詩仙コンサルタント 44 年 3 50
㈱アイ・エス・プロモーション 44 年 51.4 8
株式会社福島環境センター 45 年 30 66.7
常磐興産電機工事株式会社 45 年 5 100
常磐西浦製陶㈱ 46 年 160 4.1
茨城サービス㈱ 46 年 20 45
常磐金型工業㈱ 46 年 10 100
常磐製鋼原料㈱ 46 年 5 57
いわき商事㈱ 46 年 30 100
常磐硝子㈱ 46 年 30 25
クリナップ常磐工業㈱ 46 年 60 33.3
常磐ドリコ㈱ 46 年 10 40
常磐ニット㈱ 46 年 5 20
㈱常磐谷沢製作所 46 年 20 50
イワキ中越㈱ 46 年 80 16.25
常磐共同印刷㈱ 47 年 100 20
常磐工事㈱ 47 年 2 －
㈱東北造園設計事務所 48 年 2 100
常磐湯本温泉㈱ 51 年 100 50
東北設備㈱ 51 年 10 50









































































































































































地域だけで昭和 31 年から 51 年のあいだに、10811
人の閉山離職者を出した。石炭産業の衰退はいわき地
域全体の死活問題であった。石炭鉱業事業団による誘
致企業は昭和 29 年から 44 年のあいだに 60 社に上
った。そこに吸収された炭鉱離職者は 1471 人に及ん



















































































































































































































































場合 3 ヵ月から 6 ヵ月であるとされている（たんそ





















































































でも、昭和 46 年時の「大閉山」には 110 億円、昭和
51 年の「小閉山」時には 6 億が支出されている。昭
和 45 年〜昭和 59 年まで国庫から、新常磐炭砿へと
注入された金額は累計で、国庫補助金約 9 億円、石
炭鉱業再建交付金約 75 億円、石炭鉱業元利補給金約











































































































































営業報告書 1 － 15 期からの集計に基づく。
